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鳥取県では、過去に３度大きな地震（鳥取大地震（1943）、鳥取県西部地震（2000）、鳥取県中部地震（2016））があったほか、県内１市10町に特別警報が発表された平成30年７月豪雨での浸水害・土砂災害、平成２９年１月２月の記録的な大雪による車の立ち往生の発生や農林被害など、多くの自然災害に見舞われている。
こうした自然災害を教訓として、避難所関係では、特に初動で避難所での物資が不足することがないよう、県と市町村で連携して、県では発電機や投光器などの大型資機材を、市町村では水や食料、簡易トイレなど、住民に身近な物資を備蓄することとしている。また、避難所運営で不足するマンパワーを補うため、あらかじめ応援する職員を登録する「職員災害応援隊」の制度もつくっており、県内の被災だけでなく県外への応援にかけつけている。
このほか、近年では避難所の生活環境を改善するため、協定等を活用した段ボールベッド等の配置を必要に応じて速やかに行うこととしており、鳥取県中部地震（2016）では発災後24時間以内に搬入した実績もある。
[bookmark: _GoBack]こうした、住民に安心して避難していただくための準備を、県や市町村でも進めてきているところだが、避難所への避難の実態、例えば、平成３０年７月豪雨における県内の状況を見ると避難率は約0.9％であり、このことは、避難所への避難が必要な人が避難していない実態のあることも推察される。
翌年の令和元年には、東日本台風をはじめ全国的に再び風水害に見舞われ多くの課題が散見されたことから、鳥取県では有識者を交えた「防災避難対策検討会」を開催し、取り組むべき課題をまとめた。「積極的な避難をこれからの常識とするため」をテーマとして、あらゆる人が避難しやすい避難所環境を確保すること、わかりやすくハザード情報を提示すること、並行して、住民の理解促進を進めていくための対策を執ることとした。
具体的な取組としては、要配慮者の避難所用品を県でモデル的に備蓄すること、具体的には視覚障がい者が使用する白杖（はくじょう）や避難所用点字ブロック、人工肛門・人工膀胱を造設している人のためのストーマ装具などを一定数量備蓄している。これらについては、今後市町村への貸与や訓練での活用を通じて、こうした用品があることや障がい者への理解を進めていく契機とすることを想定している。このほか、住民の理解促進を図る取組として、京都大学防災研究所の矢守克也教授が提唱している、住民自らいつ避難するか、その目安を決める取組である「避難スイッチ」の考え方も取り入れ、モデル地区での実践などを進めている。
また、市町村ではコロナ禍であることを踏まえた避難所開設・運営をせねばならず、感染症をおそれて避難の必要な住民が避難を躊躇することがないよう取り組む必要がある。マスクや消毒液など衛生資機材の整備や複数の避難先の確保など、今まで事後的な対応となりがちだった避難所での感染症対策も具体的に進められている。
こうした対策を進める中でも、想定最大規模降雨による浸水害に対応した市町村域を超えた広域避難の議論、ペットの同行避難を想定した準備など、残された課題もあるので、今後もできることから取り組んでいきたい。
本県は小さな県であるがゆえ、避難・避難所の対策についても、市町村（基礎自治体）と県（広域自治体）の連携のとれた対応がとりやすい。特に、市町村では、県民が安心して避難するための避難所の生活環境整備を、県とも連携して一定程度進めてきたところであるが、一方で、住民が避難を「わがこと」として得心し避難行動に移すこと（＝避難することを常識とすること）について、その機運を醸成するための取組（前述の「避難スイッチ」のような手法）も併せて進める必要がある。コロナ禍での制約はあるものの、リモートによる会議システムの活用など工夫しながら、取組を進めていきたい。
